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平成２９年度答申第５号 

平成２９年６月８日 

  

諮問番号 平成２８年度諮問第１０号（平成２９年３月１３日諮問） 

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 立替払事業に係る未払賃金額等の確認処分に関する件 

 

答  申  書 

 

 審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答申

する。 

 

結     論 

 

本件審査請求に係る処分について、当審査会の調査審議の過程で

訂正された後の審査庁の諮問に係る判断は、結論において妥当であ

る。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

１ 本件審査請求の骨子 

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）が行った賃金の支

払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号。以下「賃確法」とい

う。）７条に基づく立替払事業に係る未払賃金額等の確認申請に対し、Ａ労

働基準監督署長（以下「処分庁」という。）が未払賃金額等の確認処分（以

下「本件確認処分」という。）をしたところ、審査請求人がこれを不服とし

て審査請求した事案である。 

２ 関係する法令等の定め等 

賃確法７条は、労働者災害補償保険の適用事業に該当する事業の事業主が

破産手続開始の決定を受け、その他政令で定める事由に該当することとなっ

た場合において、当該事業に従事する労働者で所定の期間内に当該事業を退

職したものに係る未払賃金（支払期日の経過後まだ支払われていない賃金）
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があるときは、当該労働者の請求に基づき、当該未払賃金に係る債務のうち

所定の範囲内のものを当該事業主に代わって政府が弁済する旨規定する。 

賃確法７条における上記「政令で定める事由」（立替払の事由）として、

賃金の支払の確保等に関する法律施行令（昭和５１年政令第１６９号。以下

「賃確令」という。）２条１項４号及び賃金の支払の確保等に関する法律施

行規則（昭和５１年労働省令第２６号。以下「賃確則」という。）８条は、

事業主が事業活動に著しい支障を生じたことにより労働者に賃金を支払うこ

とができない状態（事業活動が停止し、再開する見込みがなく、かつ賃金支

払能力がない状態）になったことについて、当該事業主に係る事業を退職し

た者の申請に基づき、労働基準監督署長の認定があったことを掲げている。 

そして、賃確法７条並びに賃確則１２条２号、１３条２号及び１２条１号

ヘは、上記認定に係る事業主の事業を退職した者が未払賃金の立替払の請求

をするには、支払期日後まだ支払われていない賃金の額その他の事項につい

て労働基準監督署長の確認を受けなければならない旨規定する。 

なお、支払期日後まだ支払われていない賃金とは、基準退職日以前の労働

に対する労働基準法（昭和２２年法律第４９号）２４条２項本文の賃金（以

下「定期賃金」という。）及び基準退職日にした退職に係る退職手当（以下

「退職手当」という。）であって、基準退職日の６か月前の日から賃確法７

条の請求の日の前日までに支払期日が到来し、当該支払期日後まだ支払われ

ていないものとされている（賃確令４条２項）。 

３ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、平成２４年１月５日付けで、Ｐ（以下「本件会社」とい

う。）に雇用された。 

（雇用契約書、賃金計算書類） 

（２）本件会社は、審査請求人に対し、平成２７年１０月１９日付けで「平成

２７年１０月２７日から平成２７年１１月７日迄の出勤停止」などを内容

とする懲戒処分（以下「１０月１９日付け懲戒処分」という。）を行い、

さらに、平成２７年１１月２日付けで「減給処分 ２万円（平成２７年１

１月支払い分～平成２８年１月支払い分）」を内容とする懲戒処分（以下

「１１月２日付け懲戒処分」という。）を行った。 

（平成２７年１０月１９日付け懲戒処分通知書、同年１１月２日付け懲戒処

分通知書） 
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（３）審査請求人は、平成２７年１０月３０日付けで、本件会社を退職した。 

（申告処理台帳、雇用保険被保険者離職票） 

（４）Ｂ労働基準監督署長は、平成２８年３月２５日付けで、本件会社につい

て、賃確令２条１項４号所定の事由に該当することの認定を行った。 

（確認通知書（控）） 

（５）審査請求人は、平成２８年６月１６日付けで、処分庁に対し、未払の定

期賃金は１１５，４５５円（平成２７年１０月分。支払期日は平成２７年

１１月２５日）、未払の退職手当は２１１，２００円であり、未払賃金の

額はこれらの合計である３２６，６５５円であること等の確認を求める申

請（以下「本件確認申請」という。）を行った。 

なお、上記未払定期賃金額１１５，４５５円は、平成２７年９月分の給

料明細書（以下「９月分明細書」という。）上の「総支給額」欄記載の３

０３，２６３円から、同年１０月分の給料明細書（以下「１０月分明細書」

という。）上の「差引支給額」欄記載の１８７，８０８円を差し引いた額

であるところ、後者の「差引支給額」は、１０月分明細書上の「総支給額」

欄記載の２０１，１９３円から、同月分の所得税、住民税及び雇用保険料

の額の合計である１３，３８５円（以下「本件所得税等部分」という。）

を控除した後の金額とされていた。 

また、本件所得税等部分を除く未払定期賃金額の費目別内訳（９月分明

細書と１０月分明細書の差額）は、以下のとおりとされていた。 

基本給   ４４，０００円（以下「本件基本給部分」という。） 

家族手当   ５，６００円（以下「本件家族手当部分」という。） 

通勤手当     ４９０円（以下「本件通勤手当部分」という。） 

不就労控除 ５１，９８０円（以下「本件不就労控除部分」という。 

（確認申請書、上申書、９月分明細書及び１０月分明細書、申告処理台帳） 

（６）処分庁は、平成２８年７月１２日付けで、審査請求人に対し、未払賃金

の額は、定期賃金０円、退職手当２１１，２００円の合計２１１，２００

円である旨の本件確認処分を行った。 

（確認通知書（控）） 

（７）審査請求人は、平成２８年７月２６日付けで、審査庁に対し、本件確認

処分を不服として審査請求をした。 

（審査請求書） 

（８）審査庁は、平成２９年３月１３日、当審査会に対し、「原処分で不確認
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とした部分について不当に減額された未払賃金が認められることから、原

処分は取り消されるべきである。」として、諮問した。 

（諮問説明書） 

第２ 審査庁の諮問に係る判断 

１ 審理手続における審査請求人の主張 

審査請求人は、審査請求書において「確認された未払賃金額が不足してい

る。欠勤５日に対して約１００，０００円引かれていることが前月と比べて

引かれすぎている。」とした上で、反論書（平成２８年９月８日付け、同年

１１月２３日付け及び同年１２月２０日付け）において、審査請求人は平成

２７年１０月３０日付けで本件会社を退職しているため、同年１１月２日付

けでされた懲戒処分は適用されないにもかかわらず、平成２７年１０月分賃

金について、基本給から４４，０００円も減給されているほか、家族手当や

交通費からも減給がされており、不当であること、不正に二重に減額された

不就労控除の１回分５１，９８０円の立替払を求めることなどを主張してい

る。 

２ 審査庁の諮問に係る判断 

審査庁は、本件確認処分のうち、本件不就労控除部分は５日間の不就労に

対する控除であって妥当であるが、本件基本給部分の減額は、審査請求人の

退職日以降になされた懲戒処分の減給の制裁として行われたもの又は具体的

な根拠が見当たらないものであって不当であり、また、本件家族手当部分及

び本件通勤手当部分の減額も、本件会社の就業規則からみて不当であり、審

査請求人には不当に減額された未払賃金が認められることから、本件確認処

分は妥当ではない旨判断しており、審理員の意見も同旨である。 

なお、審査庁は、この判断について、後記第３の２（３）のとおり、平成

２９年４月２５日付けの主張書面により、退職手当についても本件確認処分

で確認された額以上の未払賃金が存在すると考えられるとして、退職手当を

含む原処分全部を取り消すべきであると訂正している。 

第３ 当審査会の判断 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

当審査会に提出された主張書面及び資料によれば、本件審査請求がされて

から諮問に至るまでの経過は別紙のとおりであり、審理員の審理手続につい

ては、特段違法又は不当と認められる点はうかがわれない。 

２ 本件諮問の趣旨及び当審査会の判断対象について 
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（１）審査請求人は、前記のとおり、本件確認処分のうち、未払の定期賃金の

金額を０円とした部分について、平成２７年１０月分賃金は不当な減額が

なされており、未払賃金額が不足している旨主張している。 

（２）この点、審査庁は、諮問説明書において、「請求人には不当に減額され

た未払賃金が認められることから、原処分は妥当とは認められず、本件審

査請求には理由があることから、原処分は取り消されるべきである。」と

していたが、審査庁として、取り消されるべき範囲について、未払の定期

賃金の金額を０円とした部分のみと判断して諮問しているのか、本件確認

処分全体と判断して諮問しているのか不明であった。 

そこで、当審査会は、平成２９年３月２２日、審査庁に対し、取り消さ

れるべきとする範囲を明らかにするよう主張書面の提出を求めたところ、

審査庁からは、同月３０日、本諮問に係る審査庁の判断は、「原処分のう

ち、定期賃金の未払賃金額（１１５，４５５円）について不確認とした処

分を取り消す」というものである旨の回答があった。 

（３）次に、審理員及び審査庁は、退職手当について何ら言及していないが、

本件会社の給与規程によれば、退職金は基本給を算定基礎とし、退職金規

程又は退職年金規程により計算支給するものとされているため、審査請求

人の退職手当の算定基礎とされた基本給が減額されていた場合は、本件確

認処分における退職手当の額も影響を受けることとなるところ、諮問時に

提出された事件記録などからは、審査請求人の退職手当の算定基礎とされ

た基本給の額を確認できなかった。 

そこで、当審査会は、平成２９年４月１３日、審査庁に対し、その額等

を明らかにするよう主張書面の提出を求めたところ、審査庁から、同月２

５日、「退職時の基本給が減額されていることを前提に退職金が計算され

ているが、…退職金の額についても、減額前の基本給を算定基礎給として

算定されるべきである」、「減額前の基本給を算定基礎として退職金を算

定すべきである以上、その他の減額事由が存在するなど特段の事情がない

限り、退職金についても未払賃金が存在すると考えられる」旨回答すると

ともに、諮問に係る判断につき、上記（２）で「原処分のうち、定期賃金

の未払賃金額（１１５，４５５円）について不確認とした処分を取消す」

とした部分を、更に「原処分を取り消す」に訂正する旨の主張書面が提出

された。 

（４）また、審査庁は、諮問説明書において、処分庁が審査請求人の本件確認
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申請を認めなかった上記１１５，４５５円のうち、本件基本給部分、本件

家族手当部分及び本件通勤手当部分（以下「本件基本給部分等」という。）

についてはこれを不当であるとしたが、本件不就労控除部分についてはこ

れを妥当であるとしており、本件所得税等部分については言及していなか

った。 

このため、当審査会は、平成２９年３月２２日、審査庁に対し、本件所

得税等部分についてどのように判断したのかを明らかにするよう主張書面

の提出を求めたところ、審査庁からは、同月３０日、本件所得税等部分に

ついては原処分に影響しないため判断していない旨の回答があった。 

しかし、審査請求人の本件確認申請は、定期賃金については、本件基本

給部分等及び本件不就労控除部分のほか、本件所得税等部分も未払賃金で

あるという趣旨であるから、審査請求に対する応答としては、本件所得税

等部分の控除についても判断すべきものである。 

（５）これらを踏まえ、審査庁の諮問に係る判断が妥当か否かについて、以下

検討することとする。 

３ 本件不就労控除部分について 

（１）審査請求人は、平成２７年１０月２７日から同年１１月７日までの出勤

停止処分を受け、同年１０月３０日付けで退職しているから、本件会社の

給与規程に基づく平成２７年１０月分賃金に係る給与締切期間のうち、本

件会社の就業規則に基づき、同月２７日から同月３０日までの４日間につ

いては出勤停止を命じられており、また、同月３１日については退職後で

あるため、合計５日間については、不就労として賃金の支払対象とならな

いことが認められる。 

したがって、本件確認処分のうち、本件不就労控除部分を未払賃金とし

て確認しなかった点は妥当であり、これと同旨の審査庁の判断も、妥当と

いうべきである。 

（２）これに対し、審査請求人は、平成２９年３月２２日付け及び同年５月２

２日付けで当審査会に提出した主張書面において、１０月１９日付け懲戒

処分は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当と認められないの

で、その権利を濫用したものとして無効である旨主張している。 

この点、当審査会は、平成２９年３月２７日、審査庁に対し、審査請求

人の上記主張に関し、審査庁としての見解を示すよう主張書面の提出を求

めたところ、審査庁からは、同年４月１０日、「審査庁としては、賃確法
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に基づく確認処分を行うに当たり、労働基準法等の労働関係法令に抵触し

ない範囲の契約内容等の妥当性を判断するものではなく、本件についても、

審査請求人になされた懲戒処分の有効性について判断することはせず、１

０月１９日付け懲戒処分を前提に支払われた賃金額を計算基礎として確認

処分を行ったものである」旨の回答があった。 

しかしながら、１０月１９日付け懲戒処分が無効であるか否かは、審査

請求人の未払賃金額に関わるものであり、また、賃確法、賃確令及び賃確

則の各規定をみても、この点について処分庁又は審査庁が判断することに

つき特段の制約があるものとは解されない。 

もっとも、１０月１９日付け懲戒処分は、審査請求人が本件会社の就業

規則８３条５項に当たる行為を行ったことを理由としてされているところ、

審査請求人が自ら作成した始末書によれば、審査請求人は、他の社員らに

対し複数回にわたり粗暴な言動をしたことがうかがわれ、これらの言動が

上記就業規則の条項にいう「素行不良で職場の風紀秩序を乱」す行為に当

たるとした本件会社の判断は、社会通念上相当でないとまではいえない。

また、審査請求人が主張するように、１０月１９日付け懲戒処分が「自己

都合退職を促すための懲戒処分である」と認めるに足りる根拠もない。 

そうすると、１０月１９日付け懲戒処分が無効であるとまではいえず、

審査請求人の主張は採用することができない。 

４ 本件基本給部分等について 

基本給が４４，０００円減額されていた点（本件基本給部分）については、

審査請求人に対し、上記のとおり平成２７年１１月２日付けで減給の懲戒処

分がされているところ、審査請求人は同年１０月３０日付けで退職している

のであるから、退職後になされた１１月２日付け懲戒処分は、審査請求人と

本件会社との間の雇用契約が終了した後にされたものであって効力を有しな

いというべきであり、ほかに基本給を減額する根拠となり得るものも見当た

らない。 

また、本件家族手当部分及び本件通勤手当部分については、上記不就労５

日間の欠勤に対する控除とも考えられるが、本件会社の給与規程７条によれ

ば、これらの諸手当は当該給与の算定期間中１１日以上出勤している場合に

は全額支給するものとされているところ、審査請求人の平成２７年１０月の

出勤日数は２０日であり、ほかに減額する根拠となり得るものも見当たらな

い。 
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そうすると、審査請求人の本件確認申請のうち、本件基本給部分等につい

ては減額の根拠がなく、処分庁としては、その分を未払の定期賃金として確

認すべきであったといえるから、本件確認処分のうち本件基本給部分等を未

払賃金として確認しなかった点は違法であり、この点を不当であるとした審

査庁の判断は、結論として妥当である。 

５ 本件所得税等部分について 

賃確則１２条１号へ及び賃確令４条２項の規定によれば、賃確法７条、賃

確則１３条２号及び１２条１号ヘの規定に基づく確認処分の対象となる未払

賃金額とは、労働基準法２４条２項本文の賃金をいうとされているところ、

同法２４条２項本文の賃金とは、事業主から支払われるべき額、又は支払わ

れていない額であって、それぞれ所得税等を控除する前のものであると解さ

れる。そうすると、本件会社から審査請求人に既に支払われている１０月分

の賃金の額は、差引支給額である１８７，８０８円ではなく、本件所得税等

部分を控除する前の総支給額である２０１，１９３円となることから、本件

確認処分において、本件所得税等部分相当額を未払賃金額として確認しなか

った点は、結論において妥当であるというべきである。 

なお、審査請求人は、本件確認申請において未払賃金額に本件所得税等部

分を含めており、審査請求においても、これを含めて不服を申し立てている。

それにもかかわらず、審理員の意見においても、当審査会への諮問に際して

示された審査庁の判断においても、この点に関する判断や説明は一切されて

いない。このことは、行政不服審査手続において求められる説明責任を行政

機関が果たしていないものといわざるを得ない。裁決の後、原処分全部を取

り消して、裁決の趣旨に従い再度確認処分が行われる際には、本件所得税等

部分に関する審査請求人の不服申立ての内容に鑑み、処分庁において十分な

説明が尽くされるよう、審査庁は措置する必要がある。 

６ 退職手当について 

本件確認処分のうち、退職手当の未払賃金額は２１１，２００円であると

されていたところ、平成２９年４月２５日付けで審査庁から提出された本件

会社の退職金規程を踏まえて検討すると、退職金は算定基礎給に勤続年数ご

との支給基準率を乗じて算出することとされており、審査請求人は勤続年数

が３年１０か月で自己都合により退職しているため、未払とされた退職手当

の額である２１１，２００円を自己都合による退職に係る３年以上４年未満

の支給基準率である１．２０で除すると１７６，０００円となることから、
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審査請求人の基本給の額（賃金計算書（写）記載の基本手当の額）である２

２０，０００円から減額された額（１０月分明細書記載の基本給額）を算定

基礎給として算出されていたことが認められる。 

しかし、上記４のとおり、本件基本給部分等の減額には根拠がないのであ

るから、処分庁としては、減額前の基本給の額により退職手当を算出しなけ

ればならず、また、本来支払われるべき退職手当との差額分についても未払

賃金額として確認すべきであったことから、本件確認処分のうち、退職手当

の算定の点にも違法があったというべきである。 

したがって、この点について、当審査会の調査審議の過程で訂正された後

の審査庁の諮問に係る判断（平成２９年４月２５日付けで当審査会に提出さ

れた主張書面による訂正後のもの）は、結論において妥当であるというべき

である。 

７ まとめ 

以上によれば、本件確認処分は、本件不就労控除部分及び本件所得税等部

分を未払賃金として確認しなかった点では違法又は不当とはいえないが、そ

の余の点、すなわち、本件基本給部分等につき未払賃金として確認しなかっ

た点並びに未払の退職手当額につき本件基本給部分を控除した上で算定した

点においてそれぞれ違法があるというべきであり、当審査会の調査審議の過

程で訂正された後の審査庁の諮問に係る判断（平成２９年４月２５日付けで

当審査会に提出された主張書面による訂正後のもの）は、結論において妥当

であるというべきである。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第２部会 

委   員   戸   谷   博   子 

委   員   伊   藤       浩 

委   員   大   橋   洋   一 
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別紙 

（１）審査庁は、本件審査請求の審理手続を担当する審理員として、大臣官房

総務課審理室長であるＱ（以下「審理員Ｑ」という。）、同室総括審理専

門官であるＲ、同室審理専門官であるＳ（以下「審理員Ｓ」という。）を

指名し、うち審理員Ｑを審理員の事務を総括する者として指定し、平成２

８年８月９日付けでその旨を審査請求人及び処分庁に通知した。 

（２）審理員Ｓは、平成２８年８月９日付けで、処分庁に対し、審査請求書の

副本を送付するとともに、同年９月９日までに弁明書等を提出するよう求

めた。 

（３）処分庁は、平成２８年８月３０日付けで、審理員Ｓに対し、弁明書及び

添付資料を提出した。 

審理員Ｓは、同年９月６日付けで、審査請求人に対し、弁明書の副本を

送付するとともに、反論書を提出する場合には同年１０月６日までに提出

するよう求めた。また、審理員Ｓは、同年９月６日付けで、審査請求人に

対し、処分庁から提出された資料の標題を知らせる文書を送付した。 

（４）審査請求人は、平成２８年９月８日付けで、審理員Ｓに対し、反論書及

び添付資料を提出した。 

審理員Ｓは、同月１５日付けで、処分庁に対し、審査請求人から提出さ

れた反論書及び添付資料の副本を送付した。 

（５）処分庁は、平成２８年１０月１２日付けで、審理員Ｓに対し、弁明書追

加説明事項及び添付資料を提出した。 

審理員Ｓは、同年１１月１４日付けで、審査請求人に対し、弁明書追加

説明事項の副本を送付するとともに、反論書を提出する場合には同月２８

日までに提出するよう求めた。また、審理員Ｓは、同月１４日付けで、審

査請求人に対し、処分庁から提出された資料の標題を知らせる文書を送付

した。 

（６）審査請求人は、平成２８年１１月２３日付けで、審理員Ｓに対し、反論

書及び添付資料を提出した。 

審理員Ｓは、同月２５日付けで、処分庁に対し、審査請求人から提出さ

れた反論書及び添付資料の副本を送付した。 

（７）処分庁は、平成２８年１２月２日付けで、審理員Ｓに対し、反論書に対

する意見書及び添付資料を提出した。 

審理員Ｓは、同月１３日付けで、審査請求人に対し、反論書に対する意
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見書の副本を送付するとともに、反論書を提出する場合には同月２７日ま

でに提出するよう求めた。また、審理員Ｓは、同月１３日付けで、審査請

求人に対し、処分庁から提出された資料の標題を知らせる文書を送付した。 

（８）審査請求人は、平成２８年１２月２０日付けで、審理員Ｓに対し、反論

書を提出した。 

審理員Ｓは、同月２２日付けで、処分庁に対し、審査請求人から提出さ

れた反論書の副本を送付した。 

（９）審理員Ｓは、平成２９年２月１４日付けで、審査請求人及び処分庁に対

し、審理手続を終結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提

出する予定時期が同月２８日である旨を通知した。 

（１０）審理員Ｑは、平成２９年２月２２日付けで、審査庁に対し、「審理員 

Ｑ」作成名義の審理員意見書を提出した。また、審理員Ｓは、同日付けで、

審査庁に対し、事件記録を提出した。 

 

 


